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（添付資料）   

 

１．企業集団の状況 

該当事項はありません。 
 

２．経営方針 

１． 会社の経営の基本方針 

当社は 

（１）市場にないユニークな製品開発を続けることで企業価値を高め、株主の期待に応える。 

（２）顧客に感動と満足を与える高い品質を追求し、顧客の信頼を得る。 

（３）社員が働き甲斐の持てる企業風土を創る。 

を経営理念として掲げて、株主、顧客、社員に誠実な企業であると同時に新たな技術革新によって産業界及び社会に貢献します。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は株主への利益還元を経営の基本方針の一つとして、事業経営を行っております。この方針に基づき株主各位に対して安定的な

配当の維持（普通配当12円の維持）及び適正な利益還元を実施します。 

内部留保金は、中期経営計画の実施の為の資金として活用します。 

 

３．中期的な会社の経営戦略 

はじめに、当社基幹事業のウェイング・FA事業は、現時点で売上の50％を担っております。景気の低迷・設備投資の冷え込みなどによ

る受注の減少が続いておりますが、営業戦略の見直し、市場動向の再調査を行い、毎期10％程度の売上増を目指しております。ロジステ

ィクス事業では、CMS（仕分けシステム）が、新しい展開を見せ始めました。計測技術を応用した仕分け装置を、今まで1社のみへの開発お

よび販売としておりましたが、衣料品等の仕分け装置の需要があり、今後は他社向けの開発・販売も展開してまいります。中期経営計画上

では、さほど大きな伸びを計画しておりませんでしたが、今後は中核を担う事業へと期待しております。セキュリティ事業の中心となるSAS

（物品監視システム）は、平成13年度は立上げの期となりました。今後は、東京本社・大阪支店に営業担当者を増加したことにより、本格的

にドラッグストア、書店を中心に販売の強化に努めます。情報通信事業においては、ブロードバンドを視野に入れた新規事業を展開いた

します。メディアプロセッサやDSLなどソリューションを中心に事業を立上げ、次世代の当社の中心となる事業を発掘できればと考えており

ます。また、Torneido事業は、平成14年9月期から300百万円の売上を計画しておりましたが、市場に出すタイミング等を考え、今期売上に

計上いたしておりません。しかし、これから当社が大きな期待を持つ事業でありますので、今期より事業部として独立させ、社長兼任の事

業部長を中心に人材の補強を図り、事業展開を早めてまいります。 

営業部を、より機動的な組織にするために、インダストリー営業部、ソリューション営業部、ブロードバンド営業部、海外営業部と4部制に

発展させ、営業のより綿密な戦略の立案、実施、チェック、対策を行い、責任の明確化を行いました。また、総合的な財務戦略を遂行する

ために、財務部を新設いたしました。 

社員の労働意欲を増大させることを目的に、新人事制度を平成14 年 4 月 1 日より導入いたしました。新人事制度の導入により、課長以

上の管理職は年俸制度となり、より業績重視の処遇体系となり、会社への貢献度の大小で公平なる評価を行う事により活性化を図ります。 

当社は、今後とも中期経営計画を推進してまいります。 

 

４．会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

激しく変化する経営環境の中で迅速な経営意思決定と業務執行が行えるよう取締役会の活性化と、公正かつ透明な経営を実現する為

に、より高い見地から取締役会に対し助言、意見具申を行える外部顧問を4名としております。 

  

５．会社の対処すべき課題 

新規事業立上げに伴う技術、営業、カスタマーサービス等の人材確保、在庫投資の早期回収、また、既存事業の採算見直し、経費の

効率向上等が課題となっております。 

 

６．目標としている経営指標 

 厳しい経済状況をふまえ、事業構造の改革を推進し、収益力回復のため一層の経営努力をいたします。高収益構造を追及し、ROE（株

主資本利益率）10％を目指します。 
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３．経営成績及び財政状態 

１．当中間会計期間の概況  

（１）業績 

当中間会計期間は、設備投資の悪化による産業用計測器などの需要の減少などによりまして、前年同期比で、売上高が大幅に減少

し、営業利益、経常利益、中間純利益も減少いたしました。同様に、業績予想に対しましても、営業利益、経常利益、中間純利益の見

込みを下方修正いたしました。 

売上高の増減要因は下記のとおりであります。 

 

ⅰ．対前年同期                                                               （単位：百万円） 
品目 比較増減金額 比較増減率 要因 

ウ ェ イ ン グ 
 

△ 43 
％ 

△  9.5 
 
設備投資の悪化による産業用計測機器等の需要の減少 

ファクトリーオートメーション △ 49 △ 10.0 設備投資の悪化による産業用計測機器等の需要の減少 
環 境 6 8.0 地震計の取替需要を受注 

ロ ジ ス テ ィ ク ス △400 △ 70.0 
前期は大型案件が中間会計期間に集中しており、更に当中
間会計期間の大型案件が下半期にずれ込む 

セ キ ュ リ テ ィ 151 212.3 印鑑照合器が本格受注開始 
情 報 ･ 通 信 △ 48 △ 56.3 一部製品45百万円をファクトリーオートメーションへ区分変更 
そ の 他 の 電 子 機 器 50 91.8 開発受注の増加 
商 品 6 5.5 無線 LANの増加 
合 計 △326 △ 16.7  

 

ｉｉ．対業績予想                                                               （単位：百万円） 

品目 比較増減金額 比較増減率 要因 

ウ ェ イ ン グ 
 

△ 86 
％ 
△17.1 
 
設備投資の悪化による産業用計測機器等の需要の減少 

ファクトリーオートメーション △ 38 △ 7.9 設備投資の悪化による産業用計測機器等の需要の減少 
環 境 △ 35 △ 27.9 新製品（UL120、UL200）の伸びが遅く、次期にずれ込む 
ロ ジ ス テ ィ ク ス △ 68 △ 28.4 当中間会計期間の大型案件が下半期にずれ込む 
セ キ ュ リ テ ィ △111 △ 33.2 ソースタギングの開始遅れ、SAS 販売下半期にずれ込む 
情 報 ･ 通 信 △  8 △ 17.6  
そ の 他 の 電 子 機 器 70 196.8 開発受注の増加 
商 品 38 40.8 無線 LANの増加 
合 計 △239 △ 12.8  

 

売上総利益の増減要因は下記のとおりであります。 

 

ⅰ．対前年同期                                                               （単位：百万円） 
品目 比較増減金額 比較増減率 要因 

ウ ェ イ ン グ 
 

△ 45 
％ 

△ 17.9 
 
売上の減少及び低採算品の増加 

ファクトリーオートメーション △ 25 △ 11.0 売上の減少 
環 境 6 26.5 売上の増加 
ロ ジ ス テ ィ ク ス △171 △ 72.1 売上の減少 
セ キ ュ リ テ ィ 67 325.1 売上の増加 
情 報 ･ 通 信 1 6.0 売上の増加及びコスト改善 
そ の 他 の 電 子 機 器 △ 37 △ 45.4 受注条件の悪化 
商 品 10 21.9 新製品採算好調 
合 計 △192 △ 25.9  
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ｉｉ．対業績予想                                                               （単位：百万円） 

品目 比較増減金額 比較増減率 要因 

ウ ェ イ ン グ 
 

△ 59 
％ 
△22.4 
 
売上の減少 

ファクトリーオートメーション △ 25 △11.0 売上の減少 
環 境 △ 13 △30.0 売上の減少 
ロ ジ ス テ ィ ク ス △ 32 △32.8 売上の減少 
セ キ ュ リ テ ィ △ 58 △40.0 売上の減少 
情 報 ･ 通 信 5 46.3 売上の増加及びコスト改善 
そ の 他 の 電 子 機 器 △ 87 △279.1 受注条件の悪化 
商 品 24 71.3 新製品採算好調 
合 計 △247 △30.9  

 

以上の売上及び売上総利益の増減結果により業績を比較いたしますと下記のとおりであります。 

 

ｉ．対前年同期                                                                （単位：百万円） 
科目 当中間会計期間 前中間会計期間 比較増減 要因 

売 上 1,630 1,957 △326 上記参照 
売 上 総 利 益 553 746 △192 上記参照 

販売費及び一般管理費 509 428 80 
人件費 27 百万円増、家賃、広告宣伝費等の
経費 53 百万円増 

営 業 利 益 44 317 △273  
営 業 外 収 益 5 3 2  
営 業 外 費 用 15 18 △  3  
経 常 利 益 34 302 △267  
特 別 利 益 1 22 △ 20 前中間会計期間に匿名組合投資利益 20 百万円 
特 別 損 失 31 144 △112 前中間会計期間に会員権評価損 142 百万円 
中 間 純 利 益 △   2 97 △ 99  

 

ｉｉ．対業績予想                                                               （単位：百万円） 
科目 当中間会計期間 業績予想 比較増減 要因 

売 上 1,630 1,870 △240 上記参照 
売 上 総 利 益 553 801 △248 上記参照 

販売費及び一般管理費 509 551 △ 42 
人件費 17 百万円セーブ、研究開発費、採用
募集費等の経費 25 百万円セーブ 

営 業 利 益 44 250 △206  
営 業 外 収 益 5 3 2  
営 業 外 費 用 15 14 1  
経 常 利 益 34 239 △205  
特 別 利 益 1 - 1  
特 別 損 失 31 -  31 投資有価証券評価損 30 百万円 
中 間 純 利 益 △   2 131 △133  

 

この結果、当中間会計期間の売上高は1,630百万円（対前年同期比16.7％減）、経常利益34百万円（対前年同期比88.5％減）、中間純

利益△2百万円（対前年同期比－％）となり、予定の売上、利益を未達成となりました。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より3百万円増加して 426 百万円と、前年同期と比べて13 百万

円（3.3％）の増加になりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費による59百万円増加、売上債権減少による129百万円増加、新規事業立上げに伴

う在庫投資によるたな卸資産増加で175百万円減少、仕入債務の減少による225百万円減少、法人税等の支払による218百万円減少

等を吸収しきれず、431 百万円減少と、前年同期と比べて301 百万円（230.2％）の減少になりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による 73 百万円増加、投資有価証券の売却による 99 百万円増加で有形・無

形固定資産の取得による79 百万円減少を吸収して、38 百万円増加と、前年同期と比べて263 百万円（116.9％）の増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加による 316 百万円増加、長期借入による 200 百万円増加、株式発行によ

る71 百万円増加等で、長期借入金の返済による 118 百万円減少、配当金の支払による 72 百万円減少等を吸収して、397 百万円増加

と、前年同期と比べて8百万円（2.3％）の増加となりました。 

 

２．通期の見通し 

通期の経済見通しといたしましては、景気は当面停滞を続け、引き続き設備投資意欲も減少するように思われます。このような中で、

当社も全般的に厳しい状況が続くと予想されます。今後は営業力の強化や、新規事業の開発速度をあげるとともに会社全体の一段の

効率的な事業運営に努め収益力の増加を図ってまいります。通期の見通しにつきましては売上高3,464百万円、営業利益△54百万円、

経常利益△104 百万円、当期純利益△112 百万円を見込んでおります。 
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４．中間貸借対照表 

                                                                                    （単位：千円） 
当中間会計期間末 
（平成14年3月 31日現在） 

前中間会計期間末 
（平成13年3月 31日現在） 

 比較増減 
前事業年度末 

（平成13年９月30日現在） 
            期   別 

 
 科  目             金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金額 金額 構成比 

  ％  ％   ％ 

（資 産 の 部）        

Ⅰ 流 動 資 産         

1. 現 金 及 び 預 金  615,419  675,094  △59,675 634,842  

2. 受 取 手 形 ※2,3,6 477,847  182,823  295,024 463,458  

3. 売 掛 金  621,596  933,467  △311,871 765,286  

4. 有 価 証 券  -  -  - 50,000  

5. た な 卸 資 産  2,122,088  1,461,856  660,234 1,946,541  

6. 繰 延 税 金 資 産  27,320  28,949  △1,628 38,077  

7. そ の 他  24,541  31,757  △7,216 14,633  

貸 倒 引 当 金  △5,488  △11,574  6,085 △5,509  

流 動 資 産 合 計  3,883,326 48.5  3,302,375 50.5  580,950 3,907,332 48.6  

Ⅱ 固 定 資 産         

1. 有 形 固 定 資 産         

(1) 建 物 ※1,2 930,767  954,760  △23,993 928,294  

(2) 土 地 ※2 1,265,095  1,420,124  △155,028 1,265,095  

(3) そ の 他 ※1 229,102  209,867  19,235 203,427  

有 形 固 定 資 産 合 計  2,424,965 30.3  2,584,752 39.5  △159,787 2,396,817 29.8  

2. 無 形 固 定 資 産  20,837 0.3 26,855 0.4 △6,017 23,746 0.3 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産         

(1) 投 資 有 価 証 券  1,050,155  -  1,050,155 1,135,314  

(2) 繰 延 税 金 資 産  331,300  228,419  102,880 339,290  

(3) そ の 他  291,353  396,419  △105,066 242,418  

 貸 倒 引 当 金  △1  -  △1 -  

投資その他の資産合計  1,672,806 20.9  624,838 9.6 1,047,968 1,717,023 21.3  

 固 定 資 産 合 計  4,118,610 51.5  3,236,446 49.5  882,163 4,137,587 51.4  

資 産 合 計  8,001,936 100.0 6,538,822 100.0 1,463,113 8,044,919 100.0 
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                                                                                   （単位：千円） 

当中間期末 
（平成14年3月 31日現在） 

前中間期末 
（平成13年3月 31日現在） 比較増減 

前事業年度末 
(平成 13年9月 30日現在)

            期   別 
 

 科  目             金 額 構成比 金 額 構成比 金額 金額 構成比 

  ％  ％   ％ 

（負 債 の 部）        

Ⅰ 流 動 負 債         

1. 支 払 手 形 ※6 608,472  574,830  33,642 812,849  

2. 買 掛 金  99,887  149,377  △49,490 121,378  

3. 短 期 借 入 金 ※2,7 486,000  583,000  △97,000 170,000  

4.
１年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

※2 251,013  232,299  18,714 189,799  

5. 未 払 法 人 税 等  6,700  144,258  △137,558 218,257  

6. 賞 与 引 当 金  99,978  88,223  11,754 100,358  

7. 匿 名 組 合 債 務  -  69,792  △69,792 -  

8. そ の 他 ※5 94,641  102,959  △8,318 93,264  

流 動 負 債 合 計  1,646,692 20.6  1,944,741 29.8  △298,048 1,705,906 21.2  

Ⅱ 固 定 負 債         

1. 長 期 借 入 金 ※2 617,573  694,580  △77,007 596,938  

2. 退 職 給 付 引 当 金  -  7,076  △7,076 8,686  

3. 役 員退職慰労引当金  329,606  314,126  15,480 321,890  

4. そ の 他  42,809  -  42,809 43,565  

固 定 負 債 合 計  989,988 12.4  1,015,782 15.5  △25,794 971,079 12.1  

負 債 合 計  2,636,681 33.0  2,960,524 45.3  △323,842 2,676,986 33.3  

         

（資 本 の 部）        

Ⅰ 資 本 金  1,731,575 21.6  840,027 12.8  891,547 1,695,770 21.1  

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,731,475 21.6  840,427 12.8  891,047 1,695,670 21.0  

Ⅲ 利 益 準 備 金  60,922 0.8 50,922 0.8 10,000 50,922 0.6 

Ⅳ その他の剰余金         

1. 任 意 積 立 金  1,776,400  1,526,4 00  250,000 1,526,400  

2. 中間（当期）未処分利益  225,899  353,117  △127,217 586,299  

そ の他の剰余金合計  2,002,299 25.0  1,879,517 28.8  122,782 2,112,699 26.3  

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △161,016 △2.0 △32,596 △0.5 △128,420 △187,128 △2.3 

資 本 合 計  5,365,254 67.0  3,578,298 54.7  1,786,956 5,367,933 66.7  

負 債 ・ 資 本 合 計  8,001,936 100.0 6,538,822 100.0 1,463,113 8,044,919 100.0 
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５．中間損益計算書 

（単位：千円） 
当中間会計期間 前中間会計期間 比較増減 前事業年度 

(自平成 13 年 10 月 1 日至平成 14 年 3 月 31 日) (
自平成 12 年 10 月 1 日
至平成 13 年 3 月 31 日)  (自平成 12 年 10 月 1 日至平成 13 年 9 月 30 日) 

期  別 
 
 

 科  目             
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百 分 比 

  ％  ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高  1,630,522 100.0 1,957,417 100.0 △326,894 3,763,805 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ※5,6 1,076,678 66.0  1,211,094 61.9  △134,415 2,215,497 58.9  

 売 上 総 利 益  553,843 34.0  746,322 38.1  △192,479 1,548,308 41.1  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※5,6 509,615 31.3  428,806 21.9  80,809 936,882 24.9  

 営 業 利 益  44,228 2.7 317,516 16.2  △273,287 611,425 16.2  

Ⅳ 営業外収益 ※1 5,927 0.4 3,710 0.2 2,217 8,332 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※2 15,401 0.9 18,978 1.0 △3,577 42,080 1.1 

 経 常 利 益  34,754 2.2 302,247 15.4  △267,493 577,677 15.3  

Ⅵ 特 別 利 益 ※3 1,585 0.1 22,186 1.1 △20,601 171,636 4.6 

Ⅶ 特 別 損 失 ※4 31,806 2.0 144,074 7.3 △112,268 147,024 3.9 

税引前中間(当期)純利益  4,533 0.3 180,359 9.2 △175,826 602,289 16.0  

法人税，住民税及び事業税  6,784 0.4 146,859 7.5 △140,075 344,853 9.2 

法 人 税 等 調 整 額  39 0.0 △63,810 △3.3 63,849 △73,057 △2.0 

中 間 （当 期 ） 純 利 益  △2,290 △0.1 97,310 5.0 △99,601 330,492 8.8 

前 期 繰 越 利 益  228,190  255,806  △27,616 255,806  

中間( 当期 )未処分利益  225,899  353,117  △127,217 586,299  
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６．中間キャッシュ・フロー計算書 

             （単位：千円）                                      

当中間会計期間 前中間会計期間 比較増減 前事業年度 

(
自  平成13年10月１日
至 平成14年3月31日

) (
自  平成12年10月１日
至 平成13年3月31日

)  (
自  平成12年10月１日
至 平成13年９月30日

) 

期  別  
 
 

 科  目             金   額 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 税引前中間（当期）純利益 4,533 180,359 △175,826 602,289 

 減価償却費 59,157 55,341 3,816 119,705 

 貸倒引当金の増減額 △19 △5,806 5,787 △11,871 

 賞与引当金の増減額 △380 △4,927 4,547 7,207 

 退職給付引当金の増減額 △8,686 7,076 △15,762 8,686 

 役員退職慰労引当金の増加額 7,716 7,257 458 15,021 

 投資有価証券売却損益 718 － 718 △0 

 投資有価証券評価損 30,382 － 30,382 － 

 受取利息及び受取配当金 △2,032 △1,891 △140 △4,162 

 支払利息 11,693 15,425 △3,732 28,535 

 固定資産除却損 256 201 55 201 

 会員権評価損 450 142,760 △142,310 145,710 

 匿名組合投資利益 － △20,452 20,452 △164,341 

 売上債権の増減額 129,301 △140,098 269,399 △252,551 

 たな卸資産の増加額 △175,547 △47,213 △128,334 △531,898 

 仕入債務の増減額 △225,868 △134,046 △91,821 75,973 

 未払消費税等の増減額 △11,623 3,841 △15,464 △1,972 

 役員賞与の支払額 △24,000 △23,000 1,000 △23,000 

 その他 857 7,836 △6,979 △1,695 

 小   計 △203,090 42,665 △245,755 11,834 

 利息及び配当金の受取額 1,289 1,752 △462 49,151 

 利息の支払額 △11,756 △16,736 4,979 △28,289 

 法人税等の支払額 △218,341 △158,469 △59,872 △282,465 

 営業活動によるキャッシュ・フロー △431,898 △130,788 △301,110 △249,768 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 定期預金の払戻による収入 73,396 － 73,396 － 
  有形固定資産の取得による支出 △78,695 △185,567 106,872 △208,288 

 無形固定資産の取得による支出 △838 － △838 △608 

 投資有価証券の取得による支出 △404 △33,001 32,598 △1,134,342 

 投資有価証券の売却による収入 99,281 － 99,281 2,000 

 匿名組合投資の減少による収入 － 9,592 △9,592 83,688 

 その他 △54,560 △16,480 △38,079 △17,352 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 38,180 △225,457 263,638 △1,274,902 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 短期借入金の純増減額 316,000 404,000 △88,000 △9,000 

 長期借入れによる収入 200,000 150,000 50,000 150,000 

 長期借入金の返済による支出 △118,151 △128,392 10,241 △268,534 

 株式の発行による収入 71,610 28,830 42,780 1,739,815 

 配当金の支払額 △72,377 △66,217 △6,159 △66,360 

 その他 － － － 20,000 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 397,082 388,220 8,861 1,565,921 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 553 △133 687 173 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 3,917 31,840 △27,922 41,423 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 422,190 380,767 41,423 380,767 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 426,108 412,607 13,501 422,190 
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７．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）たな卸資産 

    商品、製品、原材料及び仕掛品は移動平均法による原価法、貯蔵品は最終仕入原価法によっております。 

  （２）有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          3～47 年 

構築物       10～20 年 

機械及び装置  2～11 年 

車両運搬具        6 年 

工具器具備品  2～15 年 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

（３）長期前払費用 

定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については財務内容評
価法により個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

６．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 
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７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 

表示方法の変更 

（貸借対照表） 

前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」（前中間会計期間 301,258

千円）については、資産総額の100 分の5超となったため、当中間会計期間より区分掲記しております。 
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８．注記事項 

（中間貸借対照表関係        ） 

当中間会計期間末 
（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

前中間会計期間末 
（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

前事業年度末 
（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 
                       538,827  千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 
                       449,665  千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 
                       505,191  千円 

※２．担保提供資産 
 
 建物                  690,044 千円  
 土地                1,148,179  
 計                  1,838,223  
 
上記に対応する債務 
 
 割引手形              383,815 千円 
 短期借入金            478,000  
 一年以内に返済予定の長期借入金    251,013  
 長期借入金            617,573  
 計                  1,730,401 

 

※２．担保提供資産 
 
 定期預金              101,161 千円 
 建物                  711,284  
 土地                1,148,179  
 計                  1,960,626  
 
上記に対応する債務 
 
 割引手形              580,834 千円 
 短期借入金            579,000  
 一年以内に返済予定の長期借入金    206,099  
 長期借入金            694,580  
 計                  2,060,513 

※２．担保提供資産 
 
 定期預金              101,258 千円 
 建物                  700,565  
 土地                1,148,179  
 計                  1,950,004  
 
上記に対応する債務 
 
 割引手形              345,528 千円 
 短期借入金            168,000  
 一年以内に返済予定の長期借入金   189,799  
 長期借入金            596,938  
 計                  1,300,265 

※３．受取手形割引高 
 
                    383,815 千円 

※３．受取手形割引高 
 
                    580,834 千円 

※３．受取手形割引高 
 
                    345,528 千円 

４．――――――――――――――― ４．偶発債務 

荒道明氏に対するリース契約の債務保証 
  保証残高                 779 千円 

４．偶発債務 

荒道明氏に対するリース契約の債務保証 
  保証残高                 354 千円 

※５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺
のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示
しております。 

※５．消費税等の取扱い 

同左 
 
 

※５．―――――――――――――― 

※６．中間期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理
しております。なお、当中間期末日は金
融機関の休日であったため、次の中間期
末日手形が、中間期末残高に含まれて
おります。 
 
  受取手形              3,060 千円 
  支払手形              6,935  
  割引手形             56,207  

※６．中間期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理
しております。なお、当中間期末日は金
融機関の休日であったため、次の中間期
末日手形が、中間期末残高に含まれてお
ります。 
 
  受取手形              6,604 千円 
  支払手形              7,916  
  割引手形             49,350  

※６．期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理して
おります。なお、当事業年度の末日は金
融機関の休日であったため、次の期末日
手形が、期末残高に含まれております。 
 
 
  受取手形              3,882 千円 
  支払手形             10,624  
  割引手形             64,401  

※７．運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行３行と当座貸越契約を締結し
ております。これら契約に基づく当中間会
計期間末の借入未実行残高は次のとおり
であります。 
 
  当座貸越極度額 1,300,000 千円 
  借入実行残高     250,000 
  差引額       1,050,000 

※７．――――――――――――――― ※７．――――――――――――――― 
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（中間損益計算書関係        ）  

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

(自  平成13年10月１日至 平成14年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年９月30日) 
※１．営業外収益の主要項目 
 

不動産賃貸収入      1,875 千円 
受取利息              1,869 
受取配当金              162 
為替差益               626 

※１．営業外収益の主要項目 
 

受取利息               770 千円 
有価証券利息           590 
受取配当金             530 

※１．営業外収益の主要項目 
 

不動産賃貸収入     2,871 千円 
受取利息             1,747 
有価証券利息      1,090 
受取配当金          1,324 

※２．営業外費用の主要項目 
 
支払利息           11,693 千円 
手形売却損          3,394 

※２．営業外費用の主要項目 
 
支払利息           15,425 千円 
手形売却損          3,468 

※２．営業外費用の主要項目 
 
支払利息           28,535 千円 
手形売却損          6,552 
新株発行費          6,792 

※３．特別利益の主要項目 
 

償却債権取立益      1,585 千円 
 

※３．特別利益の主要項目 
 

匿名組合投資利益   20,452 千円 
 

※３．特別利益の主要項目 
 

匿名組合投資利益   164,341 千円 
貸倒引当金戻入益     5,809 

※４．特別損失の主要項目 
 

固定資産除却損       256 千円 
投資有価証券売却損   718 
投資有価証券評価損 30,382 
会員権評価損          450 

※４．特別損失の主要項目 
 

会員権評価損      142,760 千円 
退職給付会計基準変更時差異    1,113 

※４．特別損失の主要項目 
 

会員権評価損      145,710 千円 
退職給付会計基準変更時差異    1,113 

※５．減価償却実施額 
 
有形固定資産      50,291 千円 
無形固定資産       3,746 

※５．減価償却実施額 
 
有形固定資産      48,780 千円 
無形固定資産       3,677 

※５．減価償却実施額 
 
有形固定資産     104,306 千円 
無形固定資産       7,394 

※６．研究開発費の総額 
 
当中間期製造費用 220,081 千円 
一般管理費       5,429 
計               225,510 

※６．―――――――――――― 
 

※６．研究開発費の総額 
 
一般管理費      23,917 千円 
 

 
（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

(自  平成13年10月１日至 平成14年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年９月30日) 
１．現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸
借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係 

現金及び預金勘定 
預入期間が 3 ヶ月を
超える定期預金 
 
現金及び現金同等物 

 615,419 千円 
 
△189,310 
   
426,108 

現金及び預金勘定 
預入期間が 3 ヶ月を
超える定期預金 
 
現金及び現金同等物 

 675,094 千円 
 
△262,487 
   
412,607 

現金及び預金勘定 
有価証券勘定 
預入期間が 3 ヶ月を
超える定期預金 
 
現金及び現金同等物 

  634,842 千円 
   50,000 
 
△262,651 
 
422,190  
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（リース取引関係        ） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

(自  平成13年10月１日至 平成14年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年3月31日) (自  平成12年10月１日至 平成13年９月30日)  
１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引（借主側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引（借主側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引（借主側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 有 形 固
定 資 産
そ の 他 

無 形 固
定 資 産 

合 計  有 形 固
定 資 産
そ の 他 

無 形 固
定 資 産 

合 計  有 形 固
定 資 産
そ の 他 

無 形 固
定 資 産 

合 計 

 千円 千円 千円  千円 千円 千円  千円 千円 千円 
取得価額 
相当額 97,166 8,750 105,917 

取得価額 
相当額 32,553 8,750 41,304 

取得価額 
相当額 55,992 8,750 64,743 

減価償却
累計額相
当額 

8,101 8,750 16,852 
減価償却
累計額相
当額 

29,293 7,146 36,439 
減価償却
累計額相
当額 

32,223 8,021 40,244 

中間期末 
残高相当
額 

89,065 － 89,065 
中間期末 
残高相当
額 

3,259 1,604 4,864 
期末 
残高相当
額 

23,768 729 24,498 

  なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しています。 

  同左 
 

 

  なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しています。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

一年以内            22,057 千円 
一 年 超            67,007 
合  計              89,065 

  なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高が
有形固定資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しています。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

一年以内            4,864 千円 
一 年 超              － 
合  計              4,864 

  同左 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内            7,959 千円 
一 年 超           16,538 
合  計             24,498 

  なお、未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定してい
ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料                  9,197 千円 
減価償却費相当額     9,197 

 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっています。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料                 4,130 千円 
減価償却費相当額    4,130       

 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料                 8,542 千円 
減価償却費相当額    8,542       

 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 

２．オペレーティング・リース取引 
（貸主側） 
未経過リース料中間期末残高相当額 
一年以内  18,150 千円 
一 年 超  57,630 
合  計    75,781 
 

２．オペレーティング・リース取引 
―――――――――――― 

２．オペレーティング・リース取引 
（貸主側） 
未経過リース料期末残高相当額 
一年以内  5,031 千円 
一 年 超  7,314 
合  計   12,345 
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（有価証券関係） 
１．当中間会計期間末（平成 14 年 3 月 31 日） 

（１）時価のある有価証券                                         （単位：千円）                                                          

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

(1)その他有価証券    

株 式 89,921 57,411 △32,509 

債 券    

社    債 1,020,000 812,000 △208,000 

そ の 他 121,906 78,666 △43,240 

合 計 1,231,828 948,077 △283,750 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間においてその他有価証券で時価のあるものにつ

いては減損処理を行い、投資有価証券評価損30,382 千円を計上しております。 

   当該その他有価証券の減損処理については、時価が取得価格に比べて50％以上下落したものについては全て、ならびに30％以上
50％未満下落したものについては個別銘柄毎に、当中間会計期間における最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券

の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価

を行い、総合的に判断しております。 

（２）時価評価されていない主な有価証券                                （単位：千円） 
 中間貸借対照表計上額 
（１）その他有価証券  
        ①非上場株式（店頭売買株式は除く） 102,077 

合                    計 102,077 

 

２．前中間会計期間末（平成 13 年 3 月 31 日） 

（１）時価のある有価証券                                          （単位：千円）                                                

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

(1)その他有価証券    

株 式 113,886 86,535 △27,350 

そ の 他 127,479 94,350 △33,129 

合 計 241,365 180,885 △60,479 

（２）時価評価されていない主な有価証券                                （単位：千円） 
 中間貸借対照表計上額 
（１）その他有価証券  
      ①非上場国内債券 20,000 
        ②非上場株式（店頭売買株式は除く） 100,372 

合                    計 120,372 
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３．前事業年度末（平成 13 年 9 月 30 日） 

（１）時価のある有価証券                                          （単位：千円）                                                                               

 取得原価 貸 借対照表計上額 差 額 

(1)その他有価証券    

株 式 114,230 65,408 △48,822 

債 券    

社    債 1,000,000 783,600 △216,400 

そ の 他 227,575 168,383 △59,191 

合 計 1,341,805 1,017,391 △324,413 

（２）時価評価されていない主な有価証券                                （単位：千円） 
 貸借対照表計上額 
（１）その他有価証券  
        ①非上場株式（店頭売買株式は除く） 117,922 
        ②中期国債ファンド 50,000 

合                    計 167,922 

 
（デリバティブ取引関係） 
当中間会計期間 
当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 
前中間会計期間 
当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
 
前事業年度 
当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
 
（持分法損益等        関係） 

当中間会計期間 
該当事項はありません。 
 
前中間会計期間 
該当事項はありません。 
 
前事業年度 

該当事項はありません。 
 
（1 株当たり情報） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
項目 (

自  平成13年10月１日
至 平成14年3月31日

)  (
自  平成12年10月１日
至 平成13年3月31日

)  (
自  平成12年10月１日
至 平成13年9月30日

)  

1 株当たり純資産額 999円02銭 748円75銭 1,014円 06 銭 

１株当たり中間（当期）純利益 △ 0円43銭 20円 49銭 68円 24銭 
潜在株式調整後 
1 株当たり中間（当期）純利益 △ 0円43銭 19円 99銭 66円 56銭 

 
（重要な後発事象        ） 
    該当事項はありません。 
 

 



 17

 

９．その他 

該当事項はありません。 
 

１０．製品別売上高明細表 

（単位：千円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 比較増減 前 事 業 年 度 

(
自 平成 13年 10月 １日 
至 平成 14年 ３月 31日 ) (

自 平成 12年 10月 １日 
至 平成 13年 ３月 31日 )  (

自 平成 12年 10月 １日 
至 平成 13年 ９月 30日 ) 

                     期  別  
 

 品  目            
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 金    額 構成比 

 ％  %   % 
ウ ェ イ ン グ 418,906 25.7 462,769 23.6 △43,862 921,510 24.5 

ファクトリーオートメーション 448,377 27.5 497,942 25.4 △49,565 943,489 25.1 

環 境 92,279 5.7 85,470 4.4 6,809 141,784 3.8 

ロ ジ ス テ ィ ク ス 171,835 10.5 572,773 29.3 △400,937 847,475 22.5 

セ キ ュ リ テ ィ 223,318 13.7 71,511 3.7 151,807 370,455 9.8 

情 報 ･ 通 信 37,906 2.3 86,667 4.4 △48,761 152,876 4.1 

そ の 他 の 電 子 機 器 106,105 6.5 55,310 2.8 50,795 151,129 4.0 

製
品 

製 品 計  1,498,728 91.9 1,832,445 93.6 △333,716 3,528,721 93.8 

商
品 
ロ ー ド セ ル 等 131,793 8.1 124,972 6.4 6,821 235,084 6.2 

合 計 
(92,362) 
1,630,522 

(5.7) 
100.0 

(56,378) 
1,957,417 

(2.9) 
100.0 

(35,983) 
△326,894 

(127,231) 
3,763,805 

(3.4) 
100.0 

（注）1． 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    2． 上欄 (  ) 内数値は輸出金額であり、内数で示しております。 

 

１１．製品別期中受注高及び受注残高の明細表 

（単位：千円） 

当 中 間 会 計 期 間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

(
自 平成13 年10 月 1 日 
至 平成14 年 ３月 31日 ） (

自 平成12 年10 月 1 日 
至 平成13 年 ３月 31日 ） (

自 平成12 年10 月 １日 
至 平成13 年 ９月 30日 ） 

期別 
 

             区  
                  別 
品目 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 

ウ ェ イ ン グ 398,989 75,254 442,678 63,127 933,463 95,170 

ファクトリーオートメーション 432,918 31,422 486,915 65,509 913,832 46,880 

環 境 124,723 52,672 64,939 9,000 132,482 20,228 

ロ ジ ス テ ィ ク ス 335,290 261,850 302,173 244,850 430,419 98,394 

セ キ ュ リ テ ィ 194,365 105,080 182,944 111,433 504,488 134,033 

情 報 ･ 通 信 31,043 36,891 58,594 7,222 161,334 43,754 

そ の 他 の 電 子 機 器 88,606 1,545 82,708 31,043 166,528 19,043 

合 計 1,605,938 564,715 1,620,954 532,186 3,242,549 457,505 

（注）1．金額は、販売価格によっております。 

    2．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  


